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第3 章 調査結果 
	 

第１節 団体調査票（Ａ票）集計結果と分析 
	 

	 

	 	 １．団体について（問１~問２）	 	 

	 

問１	 制度外サービス事業を始めたきっかけ	 	 

	 

設立年月を見ると1990年代が5団体（10団体中）と最も多い（図表３‐１）。いずれも1990年

代の後半であり、また2000年代と答えた3団体も、その前身や母体となった活動が1990年代の後

半、つまり阪神淡路大震災を契機に生まれた活動であり、合わせると 10 団体中 8 団体が大震災の

影響を受けて活動を始めている。他の2団体は逆に、活動歴が30年近くに及び全国的に見ても「老

舗」の団体である。	 

事業を開始したきっかけについては、すべての団体が複数回答しており、うち「介護保険等既存

の福祉制度では提供できない多様な在宅支援のニーズがあったため」を 10 団体中 9 団体、つまり

90％の団体が選択しており、最も共通する開始動機であることがわかる。次に「自分たちの老後は

自分たちで支えるべきだと思ったため」が 6 団体（10 団体中）、「何か地域のために貢献したい人

が集まったため」が 5 団体（10 団体中）と多かった。また、「その他」という回答 3 件の中では、

阪神淡路大震災でコミュニティの崩壊という問題が顕在化する中で、地域住民による相互扶助（支

え合い、助け合い）の必要性を感じたという背景が示された。（図表３‐２）	 

	 

図表３‐１	 団体設立年と法人化年	 	 	 	 	 	 	 	 	 （単位：団体）（n=10）	 

年代	 1980年代	 1990年代	 2000年代	 計	 

団体設立	 2	 	 5	 	 3	 	 10	 	 

法人化	 0	 	 2	 	 5	 	 7	 	 

	 

図表３‐２	 事業を開始したきっかけ（複数回答）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （n=10）	 

きっかけ	 回答数	 比率	 

介護保険制度や他の既存の福祉制度では提供できない多様な在宅支

援のニーズがあったため	 
9	 90%	 

メンバーが家族・親族等の介護で得た経験を社会に生かしたかったため	 2	 20%	 

自分たちの老後は自分たちで支えるべきだと思ったため	 6	 60%	 

何か地域のために貢献したい人が集まったため	 5	 50%	 

その他	 3	 30%	 
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◆「その他」の内容	 

	 ・震災救援活動の「まちの保健室」の後を引き継いで。	 

	 ・非営利で、困難をかかえる家庭を地域で支えあう相互扶助を目指す会員制の組織。	 

	 ・震災でコミュニティの崩壊が大きな問題となり地域住民による支えあい社会の必要性を	 

	 	 感じた。	 

	 

	 

問２	 会員	 	 

	 

会員数は10 団体の合計が3,895 名に上り、その内訳は、サービス利用会員の合計が1,403 名、

サービス提供会員の合計が 960 名、その他会員（賛助会員など）の合計が 1,532 名となっている。

会員によって活動を支えられている姿が見える一方で、年会費は 1,000 円から 3,000 円であり(問

６、p19）、収入に占める割合は大きいとは言えない。	 

	 

	 図表３‐３	 会員数	 

種別	 人数	 

サービス利用会員	 1,403	 

サービス提供会員	 960	 

その他	 1,532	 

	 計	 3,895	 

	 

	 

	 



 14	 

	 

	 	 ２．サービス内容について（問３~問７）	 	 

	 

問３	 サービスの内容と時間数	 	 

	 

制度外サービスの内容と時間数など 

	 全体で年間 53,374 時間のサービス提供を行っている（時間単位で測っている個別支援のみ）。	 

	 「個別支援」の中では、	 

	 	 ・家事援助が半分以上を占める（55.7％）。	 

	 	 ・「移送・外出介助」と「通院介助」で（車使用）（車使用しない）すべて合わせれば17.8％

で、移送・移動のニーズはかなり高い。	 

	 	 ・「見守り・話し相手」という“心の支え”的部分も大きい（7.8％）。	 

	 	 ・53,374時間に対して回数は37,855回、１回平均1.41時間のサービスとなっている。	 

	 	 ・平均よりサービス時間が長いのは、「入院・入所中の援助」（2.80時間）、「通院介助（車	 

	 

	 図表３‐４	 制度外サービスの内容と時間数・回数	 

個別支援	 年間総時間	 のべ回数	 構成比（時間）	 順位(時間)	 

1	 家事援助（掃除､洗濯､調理､買い物など）	 29,737	 20,492	 55.7%	 1	 

2	 見守り・話し相手	 4,152	 3,649	 7.8%	 2	 

3	 身体介護（食事介助､排泄介助､入浴など）	 1,355	 610	 2.5%	 	 

4	 通院介助（車使用）	 3,622	 2,967	 6.8%	 4	 

5	 通院介助（車を使用しない）	 1,006	 415	 1.9%	 	 

6	 移送・外出介助（車使用）	 1,100	 1,086	 2.1%	 	 

7	 移送・外出介助（車を使用しない）	 3,761	 3,009	 7.0%	 3	 

8	 ゴミ捨て、ゴミ出し	 869	 1,111	 1.6%	 	 

9	 部屋の模様替え､引越の片付け､大工仕事など	 251	 180	 0.5%	 	 

10	 庭仕事、ペットの世話	 1,933	 1,493	 3.6%	 	 

11	 各種手続や書類作成代行	 31	 22	 0.1%	 	 

12	 配食サービス	 0	 184	 0.0%	 	 

13	 入院・入所中の援助	 2,514	 899	 4.7%	 5	 

14	 その他（子育て支援）	 1,970	 1,703	 3.7%	 	 

15	 その他（その他）	 505	 35	 0.9%	 	 

16	 不明	 568	 -	 1.1%	 	 

	 	 	 小計	 53,374	 37,855	 100.0%（※)	 	 

集団での支援	 人数	 のべ回数	 	 	 	 

17	 居場所づくり	 6,542	 1,152	 	 	 	 

18	 生きがい対応型ミニデイサービス	 1,521	 147	 	 	 	 

19	 会食サービス	 265	 20	 	 	 	 

20	 その他	 394	 44	 	 	 	 

21	 その他	 6,569	 638	 	 	 	 

	 	 	 小計	 15,291	 2,001	 	 	 	 

	 	 	 ※四捨五入をしているため構成比（％）の合計は100.0にはならない（以下同じ）。	 
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	 	 	 を使用しない）」（2.42時間）、「身体介護」（2.22時間）など。	 

	 	 ・短いのは、「ゴミ捨て・ゴミ出し」（0.78 時間）、「移送・外出介助（車使用）」（1.01

時間）、「見守り・話し相手」（1.14時間）、「その他（子育て支援）」（1.16時間）など。	 

	 

	 図表３‐５	 制度外サービスの内容（時間数・グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

制度化されたサービスについて 

	 なお問３では制度化された事業についても質問しているが、制度外サービスのかたわら「制度化

されたサービス（事業）」を行っているのは以下の通り。	 

	 	 介護保険事業	 	 	 ５団体	 

	 	 自立支援法事業	 	 ４団体	 

	 	 ミニデイサービスなどの行政委託事業	 	 ３団体	 

	 

	 

問４	 制度外サービスの総提供時間の推移	 	 

	 

	 2008年度の１０団体の合計サービス提供量は、年間53,374時間。2007年度までの３年間は増加

傾向だったが、昨年度は減少している。	 

	 	 	 ・平均	 5,337時間／年	 

	 	 	 ・最少	 585時間	 ~	 最大	 22,527時間	 

	 

	 このうち１団体は、早くから2009年12月での活動終了が決まっていたため、それへ向けて活動

の整理をしていたというのが一つの要因である（図表３－７のＩ団体）。	 
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	 図表３‐６（１）	 制度外サービスの総提供時間数の推移	 

年度	 
総時間数	 

（単位：時間）	 

2004 年度を 100

として比較	 
前年比	 

2004年度	 46,545	 100.0%	 -	 

2005年度	 50,356	 108.2%	 +8.2%	 

2006年度	 51,850	 111.4%	 +3.0%	 

2007年度	 61,281	 131.7%	 +18.2%	 

2008年度	 53,374	 114.7%	 -13.6%	 

	 

	 図表３‐６（２）	 制度外サービスの総提供時間数の推移（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

	 図表３‐７	 制度外サービスの総提供時間数・団体ごとの推移	 
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問５	 サービスの利用料金とサービス提供活動者の受取額	 	 

	 

サービスの利用料金 

	 提供しているサービスの多様性もあって料金にはかなりの幅がある。	 

	 １）定額制（４団体）よりも内容別料金（６団体）の方が多い。	 

	 	 	 ・定額制をとる４団体はすべて、介護事業等の制度事業を行っていない（A,C,E,I）。	 

	 	 	 ・内容別料金をとる６団体のうち５団体は、制度事業を行っている（B,F,G,H,J＝表の※印）。	 

	 ２）「内容にかかわらず定額」と「家事援助」を合わせて考えると（太枠内）、	 

	 	 	 ・料金は750円／時から2,000円／時まで幅がある。	 

	 	 	 ・平均値は1,175円（中央値は1,000円と1,200円の間）	 

	 	 	 	 	 「定額制」４団体：平均888円、中央値800-1,000円	 

	 	 	 	 	 「内容別料金」６団体：平均1,367円、中央値1,200-1,500円	 

	 	 	 ・制度事業や移送サービスを主とする事業所は、料金を高めに設定する傾向がある（F,H,J）。	 

	 ３）内容により変動料金としている６団体のうち、「家事援助」と「介護・介助」については、	 

	 	 	 ・同額としている団体：３団体（1,200円が２団体、2,000円が１団体）	 

	 	 	 ・別額としている団体：３団体（800円／1,500円が１団体、1,500円／2,000円が２団体）	 

	 	 	 であった。	 

	 	 	 「介護・介助」を別料金としている６団体についてみれば、料金は1,200円~2,000円／時、

平均1,650円（中央値1,500-2,000円）と、「定額制」団体の料金の倍近い設定であった。	 

	 

図表３‐８	 制度外サービスの利用料金	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （単位：円）	 

	 	 ※印は制度事業（介護保険事業、自立支援法事業）を行っている団体（図表３－９（１）も同じ）	 

	 

サービス提供活動者の受取額 

	 平均して「家事援助（または定額）」で利用料金の約７５％、「介護・介助」では約６４％。	 

内容別（変動）	 

団体	 定額制	 
家事援助	 介護・介助	 配食	 移送	 

その他	 

（便利屋）	 

その他	 

(技能支援	 

(松の木の剪定)）	 

その他	 

(入浴介助)	 

A	 750	 	 	 	 	 	 	 	 

B	 ※	 	 800	 1,500	 	 	 	 	 	 

C	 1,000	 	 	 (550/回)	 	 	 	 	 

D	 	 1,200	 1,200	 	 700	 	 3,000	 1,500	 

E	 1,000	 	 	 	 	 	 	 	 

F	 ※	 	 1,500	 2,000	 	 距離制	 	 	 	 

G	 ※	 	 1,200	 1,200	 	 1,200	 1,800	 	 	 

H	 ※	 	 2,000	 2,000	 	 距離制	 	 	 	 

I	 800	 	 	 	 	 	 	 	 

J	 ※	 	 1,500	 2,000	 	 	 	 	 	 
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	 	 「定額制」４団体：600円~700円	 平均663円	 

	 	 「内容別料金」５団体：	 

	 	 	 	 	 家事援助	 760円~1,300円	 平均960円	 

	 	 	 	 	 介護・介助	 800円~1,500円	 平均1,090円	 

	 

図表３‐９（１）	 サービス提供活動者の受取額	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （単位：円）	 

	 

	 図表３‐９（２）	 利用料金とサービス提供活動者の受取額（家事援助・定額料金について）	 

	 	 	 	 

	 

内容別（変動）	 

団体	 定額制	 
家事援助	 介護・介助	 配食	 移送	 

その他	 

（便利屋）	 

その他	 

(技能支援	 

(松の木の剪定)）	 

その他	 

(入浴介助)	 

A	 650	 	 	 	 	 	 	 	 

B	 ※	 	 760	 900	 	 	 	 	 	 

C	 700	 	 	 	 	 	 	 	 

D	 	 840	 840	 	 500	 	 2,100	 1,050	 

E	 600	 	 	 	 	 	 	 	 

F	 ※	 	 1,100	 1,300	 	 距離制	 	 	 	 

G	 ※	 	 800	 800	 	 800	 1,000	 	 	 

H	 ※	 	 1,300	 1,500	 	 距離制	 	 	 	 

I	 700	 	 	 	 	 	 	 	 

J	 ※	 	 960	 1,200	 	 	 	 	 	 
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問６	 入会金・会費	 	 

	 

	 会員制度を取っている団体が多い（１０団体中９団体）。入会金・年会費両方の団体、どちらか

片方の団体など様々で、	 

	 	 入会金：４団体	 平均2,500円	 

	 	 年会費：７団体	 平均1,971円	 

である。	 

	 

	 図表３‐１０	 入会金と年会費	 	 	 	 	 	 （単位：円）	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 	 	 ※会費200円／回（上限1,000円）	 

	 

	 

問７	 交通費の負担	 	 

	 

	 １団体を除いてほとんどが交通費は別途料金となっている。「場合による」の１団体は小地域内

（小学校が２校ある地域）の活動なので原則は交通費がかからない。例外的にかかる場合は利用者

負担なので「別途負担」に近い。	 

	 

	 図表３‐１１	 交通費の利用者負担について	 

	 	 団体数	 備考	 

サービス料金に含まれる	 0	 	 

利用者が別途負担	 9	 	 

場合による	 1	 雨の日と遠方の場合のみ利用者負担	 

	 

	 

団体	 入会金	 年会費	 

A	 0	 1,800	 

B	 2,000	 0	 

C	 2,000	 3,000	 

D	 0	 1,000	 

E	 0	 2,000	 

F	 3,000	 1,000	 

G	 0	 3,000	 

H	 0	 ※	 

I	 3,000	 2,000	 

J	 0	 0	 
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	 	 ３．利用者について（問８~問１３）	 	 

	 

問８、問９	 利用者数とその内訳	 	 

	 

	 登録利用者数は1,722名で、そのうち1,096名（63.6％）が2008年4月から2009年3月の間に

1 回以上サービスを利用した実績を持つ（実利用者）。団体によって差が大きいが、平均すると１

団体172人の登録者、110人の実利用者がいる（図表３‐１２）。	 

	 	 

	 実利用者のうち、６５歳以上が84.0％（921 人）、７５歳以上が68.0％（748人）と、高齢者の

占める比率が非常に高く、後期高齢者の比率も高い（図表３‐１３）。男女では女性の方がやや年

齢が高めである（６５歳以上の比率は男性80.3％、女性85.3％）。男性の３０~４０代の利用者は

少ない（図表３‐１４）。	 

	 また、実利用者、登録者とも女性が多く、ともに７割強を占める（図表３‐１２）。	 

	 登録者の年代別内訳は訊ねていないが、実利用者の中では高齢者（６５歳以上）が 84.0％だっ

たことから、登録者のうち高齢者は1,400~1,500人程度と推測される（1,722×84%≒1,446人）。	 

	 実利用者／登録者の比率は全体で 63.6％だが、団体によって４割弱~９割強と差が大きい。こ

の比率と登録・実利用人数の多少との相関関係は見られない。	 

	 

問10から問13までは、この921 人（65歳以上の実利用者）が分析の対象（母数）となる。	 

	 

（介護保険サービスとの比較）	 

	 神戸市内の介護保険サービスの利用者数は下記の通りである。	 

	 2008年度末（2009（平成21）年3月末）現在	 

	 	 	 第1号被保険者数（65歳以上）	 340,347人	 

	 	 	 介護保険	 在宅サービス利用者数	 40,917人	 

	 	 	 	 	 	 	 	 （内、訪問介護利用者数	 	 22,768人）・・・（ア）	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （内、介護予防サービス分	 10,516人）	 

	 	 	 	 	 	 	 	 施設サービス利用者数	 	 10,066人	 

	 	 （利用時間数の統計はない）	 

	 	 （出展：「神戸市介護保険制度の実施状況」、神戸市介護保険課、2010（H22）年１月）	 

	 

	 この「訪問介護（サービス）利用者数」22,768 人（ア）が、「制度外サービス」と比べる対象

として比較的近いと考えられるから、制度内サービスの利用者と制度外サービスの利用者は、	 

	 	 	 22,768人：921人	 

つまりおよそ25対1である。登録者ベースで後者を1,400人とすると、およそ16対1となる。	 

	 ＮＰＯ等による制度外サービスは、神戸市内の高齢者ニーズの中で一定の量をカバーしていると

言ってよいだろう。	 
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	 図表３‐１２	 登録者数と実利用者数・男女別	 

	 	 総数	 男性	 女性	 

登録者数	 1,722人	 484人	 1,238人	 

	 	 （構成比）	 	 	 28.1%	 71.9%	 

	 	 （団体平均）	 172.2人	 48.4人	 123.8人	 

実利用者数	 1,096人	 274人	 822人	 

	 	 （構成比）	 	 	 25.0%	 75.0%	 

	 	 （団体平均）	 109.6人	 27.4人	 82.2人	 

	 	 	 	 ※上記は64歳以下の方を含む。	 

	 	 

	 図表３‐１３（１）	 実利用者数・年代別	 

	 人数	 構成比	 

20歳未満	 11	 1.0%	 

20代	 12	 1.1%	 

30代	 29	 2.6%	 

40代	 38	 3.5%	 

50代	 42	 3.8%	 

60～64歳	 42	 

175	 

（※1）	 

3.8%	 

16.0%	 

	 

65～69歳	 66	 6.0%	 

70～74歳	 107	 9.8%	 

15.9%	 

（※3）	 

75～79歳	 213	 19.4%	 

80代	 436	 39.8%	 

90代以上	 96	 

921	 

（※2）	 

8.8%	 

68.2%	 

（※3）	 

84.0%	 

	 計	 1,096	 99.6%	 100.0%	 	 

	 	 	 ※1	 年齢別の合計（174人）のほかに、「64歳以下だが年齢不詳」が1人いる。	 

	 	 	 ※2	 年齢別の合計（918人）のほかに、「65歳以上だが年齢不詳」が3人いる。	 

	 	 	 ※3	 ※2の「年齢不詳」3人は、65~74歳に1人、75歳以上に2人として計算した。	 
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	 図表３‐１３（２）	 実利用者数・年代別（グラフ）	 

	 	 	 	 
	 

	 図表３‐１４	 実利用者数・年代別の男女構成	 
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問１０	 利用者の家族形態	 	 

	 

	 実利用者の家族形態をみると、独居者、つまり独居高齢者が半数を超える。	 

	 このほか、「高齢者のみ」が1.1％、それに準ずると考えられる「夫婦のみ」が16.6％で計17.7％、

「独居」と合わせると72.2％が、高齢者のみの世帯かまたは片方が高齢者の夫婦世帯である。	 

	 高齢者でない家族（配偶者以外）と同居している 14.6％の世帯においても、制度外サービスが

必要とされていることが分かる。	 

	 

	 図表３‐１５（１）	 利用者の家族形態	 

	 人数	 構成比	 

独居	 502	 54.5%	 

夫婦のみ	 153	 16.6%	 

高齢者のみ	 10	 1.1%	 

その他家族と同居	 134	 14.5%	 

施設に入所	 77	 8.4%	 

その他・不明	 45	 4.9%	 

	 計	 921	 	 100.0%	 

	 

	 図表３‐１５（２）	 利用者の家族形態（グラフ）	 
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問１１	 介護保険サービスを利用している人の割合	 	 

	 

	 おおよその感覚で、利用者の中で介護保険サービスを利用している人の割合を回答してもらった。

３割~９割に分布し、平均６割強（6.14）であった。	 

	 →第２節・Ｂ票の分析「７．利用者が制度外サービスのほかに利用しているサービス」（p54）参照	 

	 

	 

問１２	 実利用者の要介護度	 	 

	 

	 実利用者の要介護度をみると、「自立」が 31.5％と３分の１弱を占め、「要支援」24.4％を合

わせて過半数（55.9％）が軽度だが、一方、要介護度３以上も８分の１（12.5％）いる。	 

	 

	 図表３‐１６（１）	 実利用者の要介護度	 

	 	 人数	 構成比	 

自立	 290	 31.5%	 

要支援1	 110	 11.9%	 

要支援2	 115	 12.5%	 

55.9%	 

要介護1	 76	 8.3%	 

要介護2	 81	 8.8%	 
17.0%	 

要介護3	 53	 5.8%	 

要介護4	 40	 4.3%	 

要介護5	 22	 2.4%	 

12.5%	 

不明	 134	 14.5%	 14.5%	 

	 計	 921	 100.0%	 100.0%	 

	 

	 図表３‐１６（２）	 実利用者の要介護度（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 →第２節・Ｂ票の分析「６．利用者の要介護度」（p53）参照	 
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問１３	 利用者がサービスを知った情報源（経路）（複数回答）	 	 

	 

	 利用者が制度外サービスを知った経路を聞いたところ、「ケアマネージャー・介護保険事業所」

（１０＝全団体、上位３位に８団体）、「地域包括支援センター」（１０＝全団体、上位３位に６

団体）、「知人・地域の人などの口コミ」（９団体、上位３位に７団体）が上位にあがった。介護

事業との関連が深く、また地域や知人のつてが重要であることがわかる。	 

	 次いで、「医療機関」（７団体）、「社会福祉協議会・ボランティアセンター」（６団体）、「障

害者・地域生活支援センター」「区役所・市役所」（５団体）がサービス利用の情報源として入り

口として機能している。	 

	 

	 図表３‐１７	 利用者が制度外サービスを知った情報源(経路）	 	 	 	 	 	 	 （単位：団体）	 

	 

	 →問２４（p42）、および第２節・Ｂ票の分析「５．利用者がサービスを知った経路」（p52）参照	 

	 

上位3位	 	 	 

	 	 
(複数回答)	 

１位	 ２位	 ３位	 

地域包括支援センター（あんしんすこやかセンター）	 10	 3	 1	 2	 

ケアマネージャー・介護保険事業所	 10	 4	 3	 1	 

障害者・地域生活支援センター	 	 5	 	 	 	 	 1	 

医療機関	 7	 	 	 	 	 	 	 

社会福祉協議会・ボランティアセンター	 6	 	 	 3	 	 	 

区役所・市役所	 5	 	 	 1	 	 	 

民生委員	 4	 	 	 	 	 	 	 

他のＮＰＯ・ボランティア団体	 4	 	 	 	 	 	 	 

知人・地域の人などの口コミ	 9	 3	 	 	 4	 

団体のPRを見て	 4	 	 	 2	 1	 

マスコミ	 3	 	 	 	 	 1	 
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	 	 ４．サービス提供活動者について（問１４~問１７）	 	 

	 

問１４	 サービス提供活動者の人数と性別	 	 

	 

サービス提供活動者として登録されている総数は1,038 名で、その68.1％（707 名）が 2008 年

4 月から 2009 年 3 月の間に 1 回以上サービス提供活動をおこなった実働実績を持つ。性別では、

登録者・実働者ともに女性が85％以上を占める。	 

	 

	 図表３‐１８	 サービス提供活動者：登録者と実働者	 

	 	 合計	 男性	 女性	 

登録者数	 1,038人	 	 139人	 	 899人	 	 

	 登録者	 男女比	 （n=1,038）	 100.0%	 13.4%	 86.6%	 

実働者数	 707人	 	 90人	 	 617人	 	 

	 実働者	 男女比（n=707）	 100.0%	 12.7%	 87.3%	 

実働比率	 68.1%	 64.7%	 68.6%	 

	 	 ※実働者：2008年4月から2009年3月の間に1回以上サービス提供活動をおこなった人	 

	 

	 

問１５	 サービス提供活動者の年代	 	 

	 

サービス提供活動者を年代別にみると、60 代以上が全体の 56.4％を占め、30 代以下は 4.0％で

ある。	 

	 

	 図表３‐１９（１）	 サービス提供活動者の年代	 	 	 （n=707）	 

年代	 人数	 比率	 

20歳未満	 1	 0.1%	 

20代	 6	 0.8%	 

30代	 22	 3.1%	 

40代	 90	 12.7%	 

50代	 189	 26.7%	 

60～64歳	 144	 20.4%	 

65～69歳	 141	 19.9%	 

70代	 108	 15.3%	 

80代以上	 6	 0.8%	 

合計	 707	 100.0%	 
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	 図表３‐１９（２）	 サービス提供活動者の年代（グラフ）	 	 	 （n=707）	 

	 	 	 	 

	 

	 

問１６	 サービス提供活動者の保有資格・研修受講経験（複数回答）	 	 

	 

	 保有している資格を見ると、ホームヘルパー１～３級、介護福祉士・社会福祉士、ケアマネージ

ャー、ガイドヘルパーという介護系資格を 69.3%の人が持っており（※）、最も多いホームヘルパ

ー2級では活動者の49.9％が保有している。また、44.3％が介護に関する何らかの研修の受講経験

者である。	 

	 ※ケアマネージャー、ガイドヘルパーについては、もっと多い可能性がある。下記の「なお」以

下参照。	 

	 その一方で、特に資格や研修受講経験がない方も全体の 10.3％を占め、資格にしばられずにお

こなう「助け合い」「支えあい」活動の特性が見てとれる。	 

	 なお、「その他」は調査票には項目がなく、回答者が記入したものである。その為、実際にはこ

れよりも多数の資格保持者がいる可能性がある。	 
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	 図表３‐２０（１）	 サービス提供活動者の保有資格・研修受講経験（複数回答）	 	 	 （n=707）	 

資格	 人数	 比率	 

対人援助・介護に関わる資格・研修受講経験はとくになし	 73	 10.3%	 

ホームヘルパー３級	 34	 4.8%	 

ホームヘルパー２級	 353	 49.9%	 

ホームヘルパー１級	 15	 2.1%	 

介護福祉士・社会福祉士	 53	 7.5%	 

看護師・保健師	 3	 0.4%	 

理学療法士・作業療法士	 1	 0.1%	 

保育士	 14	 2.0%	 

栄養士・調理師	 25	 3.5%	 

介護に関する各種研修等を受講	 313	 44.3%	 

その他①	 ケアマネージャー	 7	 1.0%	 

その他②	 ガイドヘルパー	 28	 4.0%	 

その他③	 生活支援員、福祉あんしんサポーター等（※）	 5	 0.7%	 

その他④	 福祉有償運送ドライバー、２種免許保持者	 21	 3.0%	 

その他⑤	 教員、市民救命士等（※）	 28	 4.0%	 

	 ※「その他③」は他に認知症サポーター、さわやかインストラクターを含む。また、「その他

⑤」は他に社会福祉主事、造園士を含む。	 

	 

	 図表３‐２０（２）	 サービス提供活動者の保有資格・研修受講経験（グラフ）	 （n=707）	 
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	 図表３‐２０（３）	 サービス提供活動者の保有資格・研修受講経験（資格別人数；複数回答）	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （ｎ＝707）	 

	 	 	 	 

	 

	 

問１７	 サービス提供活動者の登録年数	 	 

	 

登録年数では、3年未満が全体の39.9％を占める一方で、5年以上の登録年数を持つ方も44.0％

存在し、全体にバランス良く分布しているといえる。	 

	 

	 図表３‐２１（１）	 サービス提供活動者の登録年数	 	 	 	 （n=707）	 

登録年数	 人数	 比率	 

1年未満	 107	 15.1%	 

1年以上～2年未満	 89	 12.6%	 

2年以上～3年未満	 86	 12.2%	 

3年以上～4年未満	 67	 9.5%	 

4年以上～5年未満	 44	 6.2%	 

5年以上～7年未満	 81	 11.5%	 

7年以上～10年未満	 102	 14.4%	 

10年以上～15年未満	 91	 12.9%	 

15年以上～20年未満	 25	 3.5%	 

20年以上～	 12	 1.7%	 

不明	 3	 0.4%	 

合計	 707	 100.0%	 
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	 図表３‐２１（２）	 サービス提供活動者の登録年数	 	 	 	 	 （n=707）	 
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	 	 ５．依頼への対応について（問１８~問１９）	 	 

	 

問１８、１９	 依頼されたが受けなかった事例（複数回答）	 	 

	 

	 「依頼されたが受けなかった（または受けられなかった）」事例について、その理由を聞いた。	 

	 「対応する必要がないと判断」「対応したかったが人手不足でできなかった」という供給者側の判

断・理由と、「料金支払いが困難などの経済的理由によって辞退された」「相談のみで、次の連絡が

なかった」という利用者側の事情がいずれも７件で最多（「最も多いと思われる理由」もこの４者）。

次ぐ６件の「技術的に難しかった」「（経済的理由以外で）本人または家族から辞退された」も両者

の事情がある。	 

	 問１９の「特徴的・印象的なケース」を見ると、安い家政婦・タクシー扱いは断るなど、「助け

合い」「福祉」の趣旨にかなうかどうかを団体が適宜判断している様子がわかる。ケアマネジャー

などの紹介者が安価を理由に紹介しているケースもある。ここは、非営利の福祉団体の基本的な

姿勢に関わる部分であり、団体の自律が働いている。	 

	 

	 図表３‐２２	 依頼されたが受けなかった事例（複数回答）	 	 	 	 	 	 	 	 	 （単位：団体）	 

	 

◆「その他」の内容	 

	 ・配偶者が亡くなり、別居の子どもが心配して相談があったが、本人はあまり必要としてい

なかった。	 

	 ・どういうサービスがあるのか情報として知っておきたいと言われる。	 

	 

（問１９	 特徴的なケース）	 

【１	 対応する必要がないと判断】	 

・ベビーシッターとしての依頼は受けない。	 

・1日2時間の家事援助でサービスに入ったが、家族中の掃除と洗濯、炊事を依頼され、時間内

では仕事が片付かず、家政婦と間違っているように感じたため、こちらからお断りをした。	 

	 複数回答	 最も多いと	 

思われる理由	 

１	 対応する必要がないと判断した（団体の理念から、必要性の低さから、など）	 7	 1	 

２	 対応したかったが人手不足でできなかった	 7	 1	 

３	 技術的に難しかった	 6	 0	 

４	 遠方・急坂など地理的・地形的要因から派遣が難しかった	 5	 0	 

５	 料金支払いが困難などの経済的理由によって辞退された	 7	 1	 

６	 （５以外の理由で）本人または家族から辞退された	 6	 0	 

７	 相談のみで、次の連絡がなかった	 7	 1	 

８	 その他	 	 	 2	 0	 
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・介護保険で自立認定された方で毎日８時間位家事援助に入って欲しいとの依頼が有ったが、出

来るだけ特定１人の人で対応して欲しいと要望があり、又料金についても暇な時間も有るから

１時間８００円程にまけて欲しいとか言われたので、対応できる活動者がないからとお断りし

た。家政婦代わりに考えて居られるに、家政婦協会は高いからと、当団体の利用を希望された

が、お金は持って居られる方なので、私達が援助する必要はないと思いお断りした。	 

・移送サービスを利用したい方がいるとケアマネジャーの紹介で依頼を受けたが、話をしてみる

と、ケアマネジャーが「安いです」という理由で紹介されたことがわかった。ところが実際利

用してみると思ったほど安くないと思われたり、タクシーに乗れるにも関わらず安いからとい

う理由だけで利用を希望されたりと、福祉有償運送の目的と利用者の条件について理解されて

いないケースがままある。	 

・天井裏のイタチの駆除。	 

・プロ並みの徹底した掃除。	 

・生活保護世帯の、死去に伴う居宅家財撤去。	 

【２	 対応したかったが人手不足でできなかった】	 

・人材不足で空きのヘルパーがいないので新規の利用は受けにくい。	 

・朝の早い時間帯だったり夜中の依頼だったため。	 

・20～30代の子どもと同居の家族で、朝9時までにゴミ出しをしてほしい（対応できる人がい

なかった）。	 

【３	 技術的に難しかった】	 

・認知症の方の見守り（ぬり絵や折り紙をするよう促してほしいという希望もあり）。	 

・その他、ベビーシッター、幼稚園の送迎、ネグレクトなど、子育て系の依頼の難しさも出てき

ている。	 

・突然の依頼の上に、医療的に困難なケースでリスクが高いと判断して。	 

【５	 料金支払いが困難などの経済的理由によって辞退された】	 

・料金を聞いて、家族で何とかしますという返事が多い。	 

・よくあるのが、入会金・年会費が必要とわかると断ってくるケース。	 
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	 	 ６．制度外サービスに対する自己評価・見通し・問題点（問２０~問２４）	 	 

	 

問２０	 制度外サービスの自己評価（複数回答）	 	 

	 

	 自団体の提供している制度外サービス事業が地域に対してどのような貢献をしていると自己評

価しているかを聞いた。（複数選択＋上位３つに順位付け）	 

	 「地域の高齢者等の多様なニーズに、制度内サービスよりも柔軟に応えられている」を全団体が

選びトップ（１位も５団体）、次いで８団体が「高齢者等が少しでも長く在宅で暮らし続けられ、

その結果、介護保険サービス利用や入院等を減らしている」（１位４団体）、「地域の高齢者等に安

心感を与えている」（１位１団体）、「地域の高齢者等が自分らしい生き方を選べるようなサポート

となっている」、「地域の介護事業者、あんしんすこやかセンターの連携先として役立っている」を

選んでいる。	 

	 サービスの具体的・社会的効能（入院を減らす、など）もあるが、高齢者等の「安心感」「自分

らしい生き方」を支えているという利用者のＱＯＬ（Quality	 of	 Life；生活の質）に寄り添った

支援という自己評価が高い。	 

	 

	 図表３‐２３（１）	 制度外サービスの自己評価（複数回答）	 	 	 	 （単位：団体）（n=10）	 

	 

◆「その他」の内容	 

	 ・神戸東部の制度外サービスの一元的なコーディネイトを行うことで、わかりやすく見えや

すく市民やケアマネージャー等に、制度外サービスの利便を提供している。	 

	 

	 回答	 １位	 ２位	 ３位	 

高齢者等が少しでも長く在宅で暮らし続けられ、その結果、介護

保険サービス利用や入院等を減らしている	 
8	 4	 0	 2	 

地域の高齢者等に安心感を与えている	 8	 1	 3	 0	 

地域の高齢者等が自分らしい生き方を選べるようなサポートとなっている	 8	 0	 2	 0	 

地域の高齢者等の多様なニーズに、制度内サービスよりも柔軟に応えられている	 10	 5	 3	 1	 

地域の介護事業者、あんしんすこやかセンターの連携先として役立っている	 8	 0	 2	 4	 

以前と比べて、利用者はよりいきいきしてきた	 3	 0	 0	 0	 

緊急の支援ニーズに対応出来ている	 4	 0	 0	 2	 

住民相互の助け合いが増えることで地域のきずなが深まっている	 4	 0	 0	 0	 

その他	 1	 0	 0	 0	 
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	 図表３‐２３（２）	 制度外サービスの自己評価（複数回答・グラフ）	 	 （n=10）	 

	 	 	 	 	 	 	 	 

	 

◆自由記述内容	 

【暮らしの支援、生きがいの支援】	 

・「生活を支える」「生きがいを支える」「子育て家庭を支える」の3本柱を立て、くらしその

ものの支援だけでなく、生きがい・より豊かなくらしを支える支援も先駆的に行ってきた	 

・介護度４以上の方であっても、家族を支援する立場からサポートに入っている	 

・本人・家族・活動する人の３者が安心してサポート体制を組めるよう、丁寧なコーディネイト

を心がけている	 

・自立した生活を送られていても、ゴミ出しはやはり重いし、朝早く出さないといけないし・・・

と、負担になる。	 

・もうすぐ１０５歳になられる女性の方は、独居でスープの冷めない距離に居られる高齢のお客

さんの介護を受けて居られる。介護保険も使いながら、通院や植木の手入れ等で当サービスを

使いながら、とてもしっかりと自分らしく生活して居られる。	 

【活動者にとっての意味】	 

・介護保険サービス外、草ひき・窓のガラス磨き・床のワックスがけ・大掃除等、気になるが自

己では出来ないことを引き受けることで喜んでいただき、活動者はやりがいを感じている。又、

利用者と一緒に行うことで、親近感・信頼感が生まれコミュニケーションが図れてきている。	 

【制度と制度外】	 

・掃除の中で、これはできるがこれはできないと言われても、毎日の生活の中には必要なものが

たくさんある。線引きされると混乱する。	 

・制度外サービス事業を行っていて、介護保険ボーダーラインの状態の人々の生活支援をするこ

とで、その人たちの現状維持に貢献しているという実感がある。	 
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【福祉輸送】	 

・福祉移送は、現存生活に付加価値をつけるというよりも、むしろ社会のニーズの足らずを補う

サービスであると思います。私たちへのニーズの高まりは、社会にユニバーサルデザインに欠

落している部分を浮き彫りにしていると感じます。車椅子や足の不自由な方が乗ることの出来

ない乗り物が公共のものとして走っていることの方がおかしいと思います。	 

【地域との関係】	 

・もともと広域の地域でのサービス提供をしているので地域に対する密着度も低く、地域に対し

て貢献度が高いとは決して言えない	 

	 

	 

問２１	 介護保険制度の開始前後の変化	 	 

	 

	 介護保険制度の開始（2000年4月）の前後で制度外サービスの提供時間がどのように変化したか

を聞いた。	 

	 制度開始前から活動していたのは７団体で、そのうち「減少した」が多く４団体、「増えた」は

２団体。減った理由は、利用者が介護保険制度を利用するようになったことが大きい。	 

	 この設問は「介護保険制度の開始前後で」聞いたため、回答はその時期のことだけを反映してい

るが、自由記述によれば、「2005年以降は認定基準も厳しくなり、利用者が増加した」「介護保険

制度が始まって一時的に減少したが、1年後ぐらいから増加の一途である」などとあり、その後の

増加傾向が伺える。	 

	 

	 図表３‐２４	 介護保険制度の開始前後の変化	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （n=7）	 

	 団体数	 比率	 

介護保険制度開始後、制度外（住民の助け合い）サービスの提供時間は増えた	 2	 28.6%	 

介護保険制度開始の前後で大きな変化はない	 1	 14.3%	 

介護保険制度開始後、制度外（住民の助け合い）サービスの提供時間は減少した	 4	 57.1%	 

	 

◆自由記述内容	 

【減った理由】	 

・２０００年に介護保険制度が開始され、利用会員の５０％が介護認定を受け、そのうち２／３

の方が保険を利用され、退会された。双方を利用された方も多い。	 

・ほとんどの利用者が介護保険導入時に移行した。2000年から2005年位までは、ゆとり（注・

制度外サービス）の依頼を、65歳以上の方には介護保険を勧めた。大抵は認定も出ていた。

2005年以降は認定基準も厳しくなり、ゆとり利用者が増加した。	 

・介護保険制度が始まって一時的に減少したが、1年後ぐらいから増加の一途である。制度外サ

ービスは個別のニーズに合った柔軟な対応ができるので、介護保険を利用される方でも、制度

外サービスを併用して、自分らしい暮らし方を続けることができる。	 
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【増えた理由】	 

・介護保険制度開始により、制度外サービスの存在を知る人が増え提供時間も増加。	 

・制度改正後、サービス利用限度枠オーバー（要支援者）に対応すべき提供時間が増加した。	 

	 

	 

問２２	 利用者・利用量の今後の見通し	 	 

	 

	 制度外サービスの利用者・利用量が今後どう変化すると予測するかを聞いた。	 

	 「増加する」との予測が多く７団体、「現状維持」予測が２団体、「減少」予測が１団体。	 

	 増加予測の根拠としては、介護保険制度の縮小と、高齢者を支える社会の衰えから、住民同士の

支えあいがいっそう必要とされるというものが多かった。「介護保険では利用できないサービスの

ニーズがある」ことも理由に挙がった。	 

	 「現状維持」「減少」との予測の根拠は、やはり制度外なので料金が壁になるというものが多い。	 

	 

	 図表３‐２５	 利用者・利用量の今後の見通し	 	 	 	 	 	 （n=10）	 

	 団体数	 比率	 

増加すると思う	 7	 70.0%	 

現状維持だと思う	 2	 20.0%	 

減少すると思う	 	 1	 10.0%	 

	 

【増加すると予測】	 

・介護保険制度の改定のたびに、制度外利用者は着実に伸びてきている。今後このトレンドが加

速こそすれ、減少に転じるには、介護認定を大幅に緩める以外にありえない。	 

・介護保険は利用限度が減少の傾向にあり、今後ますます希望するサービスを受けることが難し

くなると思われるから。	 

・①	 少子高齢社会の到来で昔のように家族で支えあう機能が衰えているため、今後ますます、

介護も子育ても地域社会で支えあう必要が増えてくる。	 

②	 介護保険制度が発足当時よりも縮小している反面、高齢者は増加の一途を辿っている。国

の財源には限界があり、地域住民が自分自身の問題であることを自覚し、住民による支えあい

が今後もっと深刻な問題になってくる。	 

・介護保険での生活支援サービスが縮小することが予測されるから。	 

・介護保険制度の見直しが有り、重度の方も要介護度が下がったので、今まで利用できた時間数

が足りなくて困って居られる方が多くなっている。	 

また、介護認定が、厳しいために利用時間が足りない方も多く、お金を出してでも頼まなけれ

ばならない方が増えている	 

介護保険適用でできる事は少なく、生活していく上で必要な部分で出来ないことも多いので、

それをカバーしなくてはならないので、利用者、利用量は増加すると思う。	 
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・寿命が延び、車椅子を利用されている方が増えてゆくと想像されること、施設入所や療養型入

院よりも、在宅介護を国が奨励していること、介護保険利用には制限があり、自由な生活のた

めには制度から外れたサービスがふさわしいと思います。	 

・介護保険では利用できないサービスのニーズがあるので。	 

【現状維持と予測】	 

・経済的には介護保険の利用を選ばれるので、増加は見込めない。ただ、介護保険にかからない

内容や認定の人で支援が必要な人はあるので、制度外が必要ないとは思えない。	 

・介護保険と併用して利用される方が多い。現在自立判定でも将来的には要介護認定を受け介護

保険利用に移行していくと思う。	 

・制度外サービス利用料金は低額設定しているが、利用者負担は全額である。それに対して介護

保険利用料は１割負担となり、負担金に差異が生まれ利用者にとっては大きな支出となり、利

用者が限定されている。	 

【減少すると予測】	 

・昨年末経済情勢悪化に伴い、従来制度外サービスを利用されていた利用者が出来るだけ支出を

抑えるために減少傾向にある。	 

	 

	 

問２３（１）	 活動・運営全般に関して困っていること・感じる問題（複数回答）	 	 

	 

活動・運営全般に関する課題は、重要度の認識に団体間でのばらつきが見られるものの、「社会

資源の間での連携が十分でない」という課題については6団体（10団体中）が重要課題（3つまで）

に挙げている。次に「公的制度がニーズに合っていない」「リーダー・後継者不足」「認知度不足」

「運営経費の確保が困難」という 4 項目が、5 団体以上から挙げられていると同時に、それぞれ 2

団体以上から重要課題として挙げられている。	 

	 自由記述内容とあわせてみると、（公的支援がなく全額利用者負担となるため）低額の利用料金

でサービスを提供する中では広報や人材育成などにかけるコストを捻出できず、持続的な運営体制

を構築できないという構造が見てとれる。また、実際のニーズが公的制度の仕組みや実際の制度運

用に反映されていないという指摘も見られる。（公的機関との連携については、問２４で詳述）	 
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図表３‐２６（１）	 活動・運営全般に関する課題（複数回答）	 	 	 	 （単位：団体）（n=10）	 

課題	 (複数回答)	 
1番目に重要

と回答した数	 

2番目に重要

と回答した数	 

3番目に重要

と回答した数	 

１	 公的制度の規定が厳しすぎて、支援の必要な人をカバ

ーしていなかったり個別のニーズに合わなかったりする	 
7	 2	 2	 0	 

２	 制度外サービスの存在がケアマネージャーな

どに十分知られていない	 
6	 0	 1	 2	 

３	 公的制度と制度外など、さまざまな社会資源の

間で連携が十分でない	 
9	 2	 2	 2	 

４	 運営経費の確保が困難である	 5	 2	 2	 	 0	 

５	 サービス提供活動者の人材育成の機会がない	 4	 0	 1	 2	 

６	 リーダー・後継者が不足している	 7	 2	 1	 0	 

７	 利用者とサービス提供活動者のマッチングが困難	 5	 0	 0	 	 0	 

８	 事故等のリスクに対する備えが不十分で不安がある	 1	 0	 0	 1	 

９	 団体が小規模・不安定で、将来の展望が見通せない	 2	 0	 0	 1	 

10	 その他	 4	 2	 0	 0	 

小計	 50	 10	 9	 8	 

	 

◆その他	 

	 ・サービス提供活動者の確保が困難	 

	 

	 図表３‐２６（２）	 活動・運営全般に関する課題（複数回答・グラフ）	 	 	 	 （n=10）	 
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◆自由記述内容	 

【１	 公的制度がニーズに不適合】	 

・介護サービスは利用者ができない事を代行するところに価値があるのに、利用者が何とか一人

でできる内容を代行し、本当に困っている部分はできない事が制度内では多い。制度の枠を広

げるべきで、その後に制度外サービスの在り方を考えるべきであると思う。	 

・移送サービスは、移送サービス運転協力者講習会を修了した人でなければ活動に従事すること

ができないため、ボランティアで参加したくてもお願いができないため、人材が不足している。	 

・移送サービスの運行料金がタクシーの半分となっているため、採算が合わず、団体の経営を脅

かしている。そのため、ニーズがあってもお断りせざるを得ない場合がある。（2件）	 

【２	 制度外サービスの認知度不足】	 

・事務所や活動拠点の立地が悪く市民に見えにくい。ゆえに拠点などの基盤整備を公的施設等で

サポートできないか。（髙い家賃負担は不可能なNPOが多い。）	 

・制度外サービス提供事業者の積極的なＰＲを行っていない。	 

・制度外サービスの存在が、高齢者や要支援者を抱えている家族の方に知られていない。	 

【３	 社会資源の間での連携が不十分】	 

・市から提示される要介護・要支援認定の解釈があんしんすこやかセンターによって異なり、か

なり厳しく利用者を「切り捨てて」、後はよろしく、という事業所がある。	 

・重度のケースの比率を上げるために、軽度を振ってくる事業所もある。	 

・制度外サービス提供団体がケース会議や公式会議への参加が不充分で、有用性の認知が実感さ

れにくい。	 

・介護保険だけでは充分なサービスが受けられないとすれば、来るべき高齢社会の在り方は、こ

のような制度外サービスが存続できるかどうかにかかっていると言っても、過言ではない。公

的制度との連携、制度外サービス活動への資金補助などが社会的な課題である。	 

【４	 運営経費の確保が困難】	 

・制度外のサービスは料金が全額自己負担であり、利用者の負担が大きいため、料金設定をでき

るだけ低く抑えている。そのため、コーディネイトに係る経費は全くまかなえず赤字となって

いる。特に車を使用するサービスは、車検や保険・ガソリン等の経費が多くかかり、需要が多

いのに赤字もかさんでしまう。結局人件費を低くする事になり、人材が確保出来なくなり、運

営が苦しいままである。	 

【５	 サービス提供活動者の人材育成の機会がない】	 

・ニーズに応えきれるだけの活動参加者（サービス提供者）が確保できないという、バランスの

崩壊がすでにかなり進んでいる。若年層はほとんどが有職になっており、活動参加者は子育て

の終わった５０～６０代以上の方がほとんどになっている。	 

・20代30代の登録がない。	 

・サービス提供者の希望者が年々減少している。	 

【６	 リーダー・後継者不足】	 

・ヘルパー不足と同様に、担い手不足・高齢化のために調整しにくい	 

・制度外サービス活動は、ボランティア精神がなくては続けることができないが、大方のNPOは
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設立して10年が経ち、世代交代の時期に来ている。NPOのスタッフは依然として低賃金である

ことが多く、次世代の人々にボランティア精神で活動を継続してほしいと望むことは、難しい。	 

・一対一の関係、限られた空間でのサービス活動を行っている中で、活動者が背負う精神的負担

が重いと感じられている。後継者不足にもつながっている。活動者に対する、精神的フォロー

が十分ではないのが現状。	 

	 

	 

問２３（２）	 サービス提供活動者に関して困っていること・感じる問題（複数回答）	 

	 

サービス提供活動者に関する課題として挙げられている項目は、「サービス提供活動者の人数不

足」が最も多く、9団体（10団体中）が最も重要な課題として挙げている。次に「サービス提供活

動者の高齢化」が多く、9団体（10団体中）が二番目に重要な課題として挙げている。	 

人数不足と高齢化が最重要課題として挙げられている背景には、サービス提供活動者の 56％が

60代以上という現状に加え、「時給など、経済的条件が重要になってきている」という課題につい

ての記述において、特に若年層に（職業としてではなく）有償ボランティア・助けあい活動として

関わってもらうことの難しさが指摘されている。	 

	 その他、サービス利用者が希望する時間や地域・必要とするスキルに対応できないという課題に

ついても、ニーズの多様化という利用者側の事情／人材不足というサービス提供者側の事情両面か

らの記述が見られる。	 

	 

図表３‐２７（１）	 サービス提供活動者に関する課題（複数回答）	 	 （単位：団体）（n=10）	 

課題	 (複数回答)	 
1番目に重要

と回答した数	 

2番目に重要

と回答した数	 

3番目に重要

と回答した数	 

１	 人数不足	 9	 8	 	 0	 	 0	 

２	 高齢化	 9	 1	 7	 	 0	 

３	 経験やスキルの不足	 5	 	 0	 1	 	 0	 

４	 時間とニーズのミスマッチ	 6	 	 0	 1	 2	 

５	 スキルとニーズのミスマッチ	 4	 	 0	 	 0	 	 0	 

６	 地域とニーズのミスマッチ	 4	 	 0	 	 0	 2	 

７	 時給など経済的条件が重要になってきている	 6	 0	 	 0	 3	 

８	 活動理念が十分伝わらない	 4	 	 1	 0	 	 	 1	 

９	 定着しにくい	 3	 	 0	 	 0	 1	 

１０	 その他：ヘルパー資格者が少ない	 1	 	 0	 	 0	 0	 

小計	 51	 10	 9	 9	 
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	 図表３‐２７（２）サービス提供活動者に関する課題（複数回答・グラフ）	 	 	 （n=10）	 

	 	 	  
	 

◆自由記述内容	 

【１	 人数不足】	 

・絶対的に活動者の人数は不足している。	 

【２	 高齢化】	 

・ヘルパー不足と同様に、担い手不足・高齢化のために調整しにくい。	 

・これまで頑張ってきてくれた活動者も高齢化し、無理が出来なくなってきている。	 

・20代30代の登録がない。人材育成が今後の課題である。	 

・高齢者のヘルパーでは、利用者の方が自分より年寄りに掃除してもらうのは・・・と言われる。	 

・活動者の募集は、ハローワーク・新聞折込チラシ・活動者からの紹介・資格保持者へのアプロ

ーチを年間通して行っている。数人の応募がある中で、若い人の応募がない。	 

【３	 経験やスキルの不足】	 

・人手不足が背景にあるため、充分な研修ができない。	 

・ヘルパー資格者が少ない。	 

【４	 時間のミスマッチ】	 

・夜中の付き添いのニーズが増えている。	 

【５	 スキルのミスマッチ】	 

・「これしかできない（したくない）」という、限定された範囲での登録者も増えており、コーデ

ィネイトしにくくなってきている。	 

【７	 時給など経済的条件が重要になってきている】	 

・参加者の意識が少しずつ変化してきており、”仕事感覚”の人が増えてきた。ニーズの発生は

地域の偏在もつきものなのだが、「仕事ないのならやめる」という発言も散見されるようにな
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った。	 

・若いヘルパーは800円の時給で家事など重労働は割が合わないとも言われる。	 

・若いヘルパーさんの不足：給与保障が今の介護保険では難しい。	 

・若い人は、生活の為に少しでも時給の高い所を希望するので、後継者が中々育たない。	 

【９	 定着しにくい】	 

・家事支援はお手伝いさん的になってしまう為、登録しても長続きしない場合がある。	 

・複数雇用契約者は定着しにくい。	 

【その他】	 

・男性の活動範囲が限定される。	 

・地域でコンサートなどのイベントをおこなって、私たちの活動の認知度を高めるようにしてい

る。	 

・どこまで浸透しているか分からないが、活動理念は団体の広報誌で語り続けている。その理念

を理解しているからこそ、今の活動者があると思っている。地域にすむ「潜在的活動希望者」

をどのように発掘するかが、大きな鍵である。	 

	 

	 

問２４	 他の団体・機関との連携（複数回答）	 	 

	 

日ごろから連絡・連携を行なっている団体等 

	 日ごろから連絡・連携を行なっている団体・機関としては、10 団体すべてが地域包括支援セン

ターを挙げ、うち7団体は同センターと「よく連携している」と回答している。ケアマネージャー・

介護保険事業所も 10 団体中 9 団体が「連携している」と回答したものの、その内「よく連携して

いる」と回答したのは2団体に留まっている。	 

	 また、マスコミと連携していると回答した団体は0団体、区役所・市役所や民生委員との連携に

ついても、連携しているとの回答が3団体ずつと少数であり、これら機関とは連携していない団体

が多い。	 
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	 図表３‐２８（１）	 日ごろから連絡・連携を行なっている／もっと連携を強化することが必要

と思っている団体等	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （単位：団体）（n=10）	 

現状	 今後	 

	 	 多少は連携

している	 

よく連携

している	 

連携を深め

る必要あり	 

最も連携を深

める必要あり	 

１	 地域包括支援センター	 

	 （あんしんすこやかセンター）	 
3	 7	 1	 4	 

２	 ケアマネージャー・介護保険事業所	 7	 2	 2	 1	 

３	 障害者・地域生活支援センター	 	 4	 1	 1	 0	 

４	 医療機関	 4	 0	 3	 1	 

５	 社会福祉協議会・ボランティアセンター	 	 6	 1	 1	 2	 

６	 区役所・市役所	 2	 1	 3	 0	 

７	 民生委員	 3	 0	 6	 0	 

８	 他のＮＰＯ・ボランティア団体	 5	 2	 2	 1	 

９	 マスコミ	 0	 0	 5	 0	 

１０	 その他：地縁団体	 

	 	 （自治会・老人会・婦人会等）	 
1	 0	 2	 0	 

	 

	 図表３‐２８（２）	 日ごろから連絡・連携を行なっている団体等	 	 （n=10）	 

	 	 	 	 

	 

もっと連携を深めることが必要と思っている団体等 

「最も連携を深める必要がある」団体・機関としては、既に連携実績がある地域包括支援センタ

ーであると回答した団体が4団体と目立っているが、それ以外の団体・機関についてはばらつきが

見られる。	 

また、「連携を深める必要がある」団体・機関としては、上述した地域包括支援センターが挙げ
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られている一方で、連携実績の少ない民生委員、医療機関、マスコミが挙げられており、今後の連

携への期待が伺える。	 

	 

	 図表３‐２９（３）もっと連携を強化することが必要と思っている団体等	 （n=10）	 

	 	 	 	 

	 

連携先についてのコメント 

【１	 地域包括支援センター（あんしんすこやかセンター）】	 

	 	 ・ここからの依頼は非常に多い。	 

【５	 社会福祉協議会・ボランティアセンター】	 

	 	 ・依頼を振ってくるばかりの社協もある（こちらは受けるばかり）。	 

	 	 ・利用者のニーズの多様化に対応するためには行政との連携は必要である。	 

【６	 区役所・市役所】	 

	 	 ・利用者のニーズの多様化に対応するためには行政との連携は必要である。	 

【８	 他のＮＰＯ・ボランティア団体】	 

	 	 ・情報交換は常にしたい。新しい視点を考えていきたい。	 

【９	 マスコミ】	 

	 	 ・活動者をマスコミに取り上げてもらう事により、協力者を増やしたい。	 

	 

その他コメント 

・協力機関がサービス事業者と利用者とをマッチングさせる上で、安いことを第一のメリットに

あげている節がある。制度外サービスは安いから利用して頂くのではなく、制度にとらわれな

い独自のサービスであることを関係機関に理解して頂く必要がある。住民相互の助け合いでは

あるが、サービスを継続して提供することが必要であるならば、サービス提供側が無理なく続

けられるしくみが必要だと思う。	 
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	 	 ７．組織について（問２５~問２６）	 	 

	 

問２５	 スタッフ	 	 

	 

団体のスタッフは総数 414 名で、そのうち非常勤スタッフが 353 名と 85.3％を占める。また、

待遇面をみると、有給スタッフ（雇用契約によるスタッフ）が47.3％、有償スタッフ（「給与」以

外の謝礼等を受け取っているスタッフ）が 38.6％を占める一方、無給・無償スタッフ（交通費等

の実費弁償以外の謝礼等を受け取っていないスタッフ）が 14.0％を占め、雇用契約に拠らない労

働に支えられている様子が見てとれる。	 

	 

	 図表３‐３０（１）	 スタッフ	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （n=414）	 

	 	 常勤	 非常勤	 計	 比率	 

有給	 54人	 142人	 196人	 47.3%	 

有償	 6人	 154人	 160人	 38.6%	 

無給・無償	 1人	 57人	 58人	 14.0%	 

計	 61人	 353人	 414人	 100.0%	 

比率	 14.7%	 85.3%	 100.0%	 	 	 

	 

	 図表３‐３０（２）	 スタッフ(グラフ）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （n=414）	 
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問２６	 収支	 	 

	 

団体全体の収支から制度外サービスのみに関する収支を分離することが難しい団体も多いため

正確な分析は困難だが、利用料金収入によって制度外サービス提供に係る支出をすべて賄えている

団体はほぼなく、多くの団体が助成金や寄付金・会費、他事業の収益、母体となる団体からの支援

金といった収入を、制度外サービス提供のための経費に充当している事がわかる（図表３‐２８）。	 

	 利用料金収入を見ると、団体ａ以外の９団体の合計が4,287万円。団体ａは利用料分（利用者の支

払分）ではなく事務局手数料分（利用者支払額と担い手の受取額の差額）のみを「その他収入」として

計上している。年間22,527時間のサービス提供で単価は一律750円だから1,689.5万円。したがって利用

料金収入の合計額は5,976.5万円と推計できる。	 

	 

図表３‐３１	 2008年度収支（団体別）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （単位：万円）	 

	 	 団体a	 団体b	 団体c	 団体d	 団体e	 団体f	 団体g	 団体h	 団体i	 団体j	 合計	 

１収入総額	 1,307	 24,088	 1,350	 2,761	 7,066	 8,718	 2,450	 2,500	 462	 3,651	 54,353	 

 利用料金 0 1,704 480 490 102 286 327 500 369 29 4,287 

	 会費	 272	 0	 155	 53	 106	 25	 57	 0	 31	 0	 699	 

	 介護保険事業	 0	 18,389	 0	 0	 0	 5,763	 458	 100	 0	 3,622	 28,332	 

	 自立支援法制度	 0	 1,684	 0	 0	 0	 1,997	 1,435	 1,600	 0	 0	 6,716	 

	 行政委託事業	 0	 2,028	 443	 192	 1,418	 114	 0	 0	 0	 0	 4,195	 

	 指定管理事業	 0	 0	 0	 737	 3,570	 0	 0	 0	 0	 0	 4,307	 

	 助成金	 520	 0	 74	 169	 260	 166	 108	 0	 3	 0	 1,300	 

	 寄付金	 28	 109	 65	 67	 223	 212	 37	 0	 38	 0	 779	 

	 その他収入	 487	 175	 134	 1,053	 1,387	 155	 28	 300	 21	 0	 3,740	 

２支出総額	 1,307	 24,371	 1,339	 2,761	 7,070	 8,643	 2,621	 2,500	 513	 1,972	 53,097	 

	 人件費（制度外）	 0	 905	 519	 441	 210	 268	 413	 500	 323	 2	 3,581	 

	 人件費（介護保険）	 0	 6,889	 0	 0	 0	 5,200	 241	 70	 0	 1,961	 14,361	 

	 人件費（自立支援法）	 0	 1,806	 0	 0	 0	 1,600	 1,093	 1,200	 0	 0	 5,699	 

	 その他の人件費	 455	 10,582	 173	 1,623	 4,513	 0	 228	 150	 0	 0	 17,724	 

	 事務所維持費	 0	 890	 60	 310	 370	 800	 62	 240	 140	 0	 2,872	 

	 車両維持管理費	 0	 428	 0	 105	 50	 120	 13	 150	 0	 0	 866	 

	 保険料	 0	 433	 25	 30	 76	 32	 33	 40	 5	 9	 683	 

	 その他支出	 852	 2,438	 562	 252	 1,851	 623	 538	 150	 45	 0	 7,311	 

※団体Ａは、神戸市以外も含む兵庫県下全域での数値。また、人件費（全域で約 1400 万円）・

事務所維持費などは別途事業の中で負担しているので無記入	 

※この表の「団体a、b、c、、、」は問４、問５等の「団体A、B、C、、、」とは一致しない。	 

	 	 



 47	 

	 

	 	 ８．自由意見（問２７）	 	 

	 

問２７	 その他自由意見	 	 

	 

・長年元気に活動をしてきましたが、活動参加者の人材確保が最優先される状況にあります。人

材確保なくして、次の制度改定で想定される“ニーズの爆発”に耐えられるだろうかと不安で

す。立ち上げ当初に携わった「第１走者」たちが高齢化して活動やリーダーを離れ、次世代が

何とかふんばってくれていますが、さらに次の世代にうまくバトンタッチしていかなければな

りません。事務局を支えるスタッフの意識も変わっていくことも考えておかなければなりませ

ん。一方、寄せられるニーズの多くは、着実に対応が難しくなってきています。１つは、認知

症の方や、心のケアの必要な方からの依頼の増加（これは本当に増えています）、孤立無援の

状況の方への対応、家族が遠く支援が得られない方への対応や、家族からのオーダーと本人の

自己決定原則とのズレなど、抱える問題が複雑化・深刻化し、これに応えるだけのサービス量・

質や地域での見守りの力が落ちていることをひしひしと感じます。こうした難しいケースでは、

地域包括などとも連携しながらせいいっぱい対応していますが、専門性を前提としないボラン

タリーな活動として行なっている活動者の思いとのズレもあり、対応しきれない実態があるの

も事実です。「思い」だけでは動けなくなってきているのです。２つ目は、利用者の意識がど

んどん変わってきています。「お金を払っているのだからこれだけのことをしてもらって当然」

という権利意識も高くなってきており、活動者の気持ちに必ずしもそぐわなくなってきていま

す。本当に、いつまでもボランタリーな活動としていられるのか？という不安も忍び寄ってき

ています。さらには活動参加者のライフスタイルも変化しており、私たち自身が、あらゆる面

で今活動・利用している人たちの気持ちにも寄り添いながら、徐々に改革していかなければな

らない時期にあります。今こそ、行政・社協・包括・地縁とＮＰＯなどさまざまなセクターが、

本当の意味で有機的に「つながって」、地域の受け皿（セーフティネット）づくりをしていく

ときだと思います。	 

・介護保険と併用し介護保険制度の目的のひとつ高齢者を地域で支える。しかし、お元気な高齢

者には国の支援がないのはおかしい。	 

・今回の調査は65歳以上の介護保険対象者に限られているが、うちの制度外サービス利用者は、

病弱な母親や多胎児への子育て支援であったり、退院したばかりの方への生活支援であったり

と、対象者の幅は広い。	 

	 	 また緊急性の高い内容の依頼が多く、車を使用しての依頼が特に多い。しかし依頼に対して

活動者が少なく、やむなくお断りすることも多々ある現状である。できることなら活動者を増

やして、柔軟に迅速に依頼に対応できるようにしたいと切望しているが、なかなか思うように

は人が集まらない。その要因のひとつには、介護保険のヘルパーという仕事が広く認識された

為、利用者は同等の技術を求め、活動者はその責任の重さに活動をためらうということが考え

られる。両者共にハードルを低くして、お互いの助け合いとして気軽に活動出来、また受け入

れられるような仕組みを作らないと、助け合いは広がっていかないと思う。住民自らが、震災
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時みなが優しく助け合った体験を基に、自発的に取り組んできた多くの活動は、貴重な財産と

して後世に繋げていかないといけない。	 
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第２節 利用者調査票（Ｂ票）集計結果と分析 
	 

	 利用者調査票（Ｂ票）では、調査対象 10 団体のサービス利用者の属性と利用内容を調査した。

以下、設問順に回答を並べる。調査対象は、上記団体を2008年度（2008年4月から2009年3月）

に利用した人のうち、神戸市居住で65歳以上の人である。なお、10団体中9団体は利用者すべて

を調査対象とし、1 団体のみ、全利用者 215 名中 130 名を無作為抽出して調査対象とした。（有効

回答数836名）	 

	 

	 	 【利用者の属性】	 	 

	 

１．利用者の居住地	 	 

	 

	 利用者の居住地分布と事業所の所在地分布及び 65 歳以上人口分布を比較すると、ほぼ傾向が対

応しているものの、東灘区では人口に比して事業所数・利用者数共に多く、兵庫区・須磨区では人

口に比して利用者数が多く、灘区・長田区・西区では人口に比して利用者数が少ないといえる。	 

	 

	 図表３‐３２（１）	 利用者の居住区分布	 

居住区	 利用者数	 比率	 事業所数	 比率	 65歳以上人口	 比率	 

東灘	 146	 17.5%	 4	 28.6%	 40,838	 	 11.8%	 

灘	 37	 4.4%	 0	 0.0%	 29,151	 	 8.4%	 

中央	 80	 9.6%	 2	 14.3%	 27,295	 	 7.9%	 

兵庫	 139	 16.6%	 1	 7.1%	 30,140	 	 8.7%	 

長田	 18	 2.2%	 1	 7.1%	 30,202	 	 8.7%	 

須磨	 181	 21.7%	 1	 7.1%	 41,618	 	 12.0%	 

垂水	 66	 7.9%	 1	 7.1%	 54,491	 	 15.7%	 

北	 120	 14.4%	 3	 21.4%	 50,582	 	 14.6%	 

西	 46	 5.5%	 1	 7.1%	 42,586	 	 12.3%	 

無回答	 3	 0.4%	 0	 0.0%	 －	 	 0.0%	 

合計	 836	 100.0%	 14	 100.0%	 346,903	 	 100.0%	 

	 

	 図表３‐３２（２）	 利用者の居住区分布（グラフ）	 

	 	 	 



 50	 

２．利用者の年齢	 	 

	 

	 75 歳以上の後期高齢者が利用者の 79.9％を占め、中でも 80 歳以上が全体の 57.4％と多い。神

戸市の人口割合と比しても、高齢になるにつれて利用者の割合が多くなることがわかる。	 

	 

	 図表３‐３３（１）	 利用者の年齢分布	 

年代	 利用者数	 比率	 人口	 比率	 

65～69歳	 64	 7.7%	 102,774	 	 29.6%	 

70～74歳	 95	 11.4%	 83,973	 	 24.2%	 

75～79歳	 188	 22.5%	 70,933	 	 20.4%	 

80代	 394	 47.1%	 

90代以上	 86	 10.3%	 
89,223	 	 25.7%	 

無回答	 9	 1.1%	 －	 	 0.0%	 

合計	 836	 100.0%	 346,903	 	 100.0%	 

	 

	 図表３‐３３（２）	 利用者の年齢分布（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

	 

３．利用者の性別	 	 

	 

	 利用者に占める女性の割合は73.7％と、圧倒的に女性の利用率が高い。	 

	 

	 図表３‐３４（１）	 利用者の性別	 

性別	 利用者数	 比率	 人口	 比率	 

男性	 207	 24.8%	 145,989	 	 42.1%	 

女性	 616	 73.7%	 200,914	 	 57.9%	 

無回答	 13	 1.6%	 －	 	 0.0%	 

合計	 836	 100.0%	 346,903	 	 100.0%	 
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	 図表３‐３４（２）	 利用者の性別（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

	 

４．利用歴	 	 

	 

	 利用者が制度外サービスを利用してからの年数を見ると、3年未満の利用者が51.4％、6年未満

を合わせると76.6％を占め、利用年数の中央値も2年と、新しい利用者が多い。一方で10年以上

の利用者も6.7％を占め、長期間にわたって制度外サービスを生活の支えとしている人の存在がわ

かる。平均値は3.4年。	 

	 

	 図表３‐３５（１）	 利用歴の分布	 

利用歴	 人数	 比率	 利用歴	 人数	 比率	 

1年未満	 86	 10.3%	 

1年以上	 231	 27.6%	 

2年以上	 113	 13.5%	 

～3年	 430	 51.4%	 

3年以上	 99	 11.8%	 

4年以上	 56	 6.7%	 

5年以上	 56	 6.7%	 

3年～6年	 211	 25.2%	 

6年以上	 23	 2.8%	 

7年以上	 24	 2.9%	 

8年以上	 28	 3.3%	 

9年以上	 26	 3.1%	 

6年～10年	 101	 12.1%	 

10年以上	 51	 6.1%	 10年以上	 51	 6.1%	 

15年以上	 4	 0.5%	 15年以上	 4	 0.5%	 

20年以上	 1	 0.1%	 20年以上	 1	 0.1%	 

無回答	 38	 4.5%	 無回答	 38	 4.5%	 

合計	 836	 100.0%	 合計	 836	 100.0%	 
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	 図表３‐３５（２）	 利用歴の分布（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

	 

５．利用者がサービスを知った経路	 	 

	 

	 利用者が制度外サービスを知った経路としては介護事業所が多く、最も多い「ケアマネ・介護保

険事業所」（30.4％）と3番目に多い「地域包括支援センター」（12.4％）とを合わせると42.8％

を占める。また、二番目に多い「知人・地域の人などの口コミ」は19.5％を占めている。	 

	 一方、医療機関、社会福祉協議会、民生委員などを通して知った割合はいずれも5％未満であり、

介護事業所以外の地域の機関からの紹介は少ないことがわかる。	 

	 

	 図表３‐３６（１）	 制度外サービスを知った経路	 

経	 路	 利用者数	 比率	 

地域包括支援センター	 104	 12.4%	 

ケアマネ・介護保険事業所	 254	 30.4%	 

障害者・地域生活支援センター	 16	 1.9%	 

医療機関	 31	 3.7%	 

社会福祉協議会・ボランティアセンター	 27	 3.2%	 

区役所・市役所	 61	 7.3%	 

民生委員	 5	 0.6%	 

他のNPO・ボランティア団体	 11	 1.3%	 

知人・地域の人などの口コミ	 163	 19.5%	 

団体のPRを見て	 56	 6.7%	 

マスコミ	 3	 0.4%	 

その他	 6	 0.7%	 

無回答	 99	 11.8%	 

合	 計	 836	 100.0%	 
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	 図表３‐３６（２）	 制度外サービスを知った経路（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

	 

６．利用者の要介護度	 	 

	 

	 利用者を要介護度別に見ると、「自立」が30.6％「要支援」が27.2％と、軽度の人が全体の6割

弱を占める。その一方、「要介護」が 34.4％（その内「要介護度 3~5」が全体の 13.5％）と、介

護サービスを受けつつ制度外サービスも利用している人が少なからず存在している。	 

	 

	 図表３‐３７（１）	 利用者の要介護度	 

要介護度	 利用者数	 比率	 

自立	 256	 30.6%	 30.6%	 

要支援度	 1	 106	 12.7%	 

要支援度	 2	 114	 13.6%	 

要支援度	 不明	 7	 0.8%	 

27.2%	 

要介護度	 1	 72	 8.6%	 

要介護度	 2	 82	 9.8%	 

要介護度	 3	 54	 6.5%	 

要介護度	 4	 35	 4.2%	 

要介護度	 5	 23	 2.8%	 

要介護度	 不明	 22	 2.6%	 

34.4%	 

無回答	 65	 7.8%	 7.8%	 

合計	 836	 100.0%	 100.0%	 
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	 図表３‐３７（２）	 利用者の要介護度（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

	 

７．利用者が制度外サービスのほかに利用しているサービス（複数回答）	 	 

	 

	 制度外サービス以外に利用しているサービスは介護保険が多く、利用者の 51.3％が利用してい

る。	 

	 

	 図表３‐３８（１）	 制度外サービス以外に利用しているサービス	 

	 介護保険	 自立支援法	 その他	 無回答	 合計	 

利用者数	 429	 38	 39	 389	 895	 

比率	 51.3%	 4.5%	 4.7%	 46.5%	 	 	 

	 

	 図表３‐３８（２）	 制度外サービス以外に利用しているサービス（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 



 55	 

８．利用者の家族構成	 	 

	 

利用者の家族構成は、独居が 52.5％と過半数を占める。また、高齢者を中心とした家族構成と

考えられる「独居」「夫婦のみ」「高齢者のみの家族（共に高齢者の親子など）」の合計は70.1％に

上る。	 

	 

	 図表３‐３９（１）	 利用者の家族構成	 

家族構成	 利用者数	 比率	 

独居	 439	 52.5%	 

夫婦のみ	 136	 16.3%	 

高齢者のみの家族	 11	 1.3%	 

その他家族と同居	 128	 15.3%	 

施設に入所	 75	 9.0%	 

その他・不明	 34	 4.1%	 

無回答	 13	 1.6%	 

合計	 836	 100.0%	 

	 

	 図表３‐３９（２）	 利用者の家族構成（グラフ）	 

	 	 	 	 
	 

	 

９．利用者の健康状態	 	 

	 

	 ここでは、日常生活（移動）の自立度、排泄の自立度、認知症の有無、精神疾患の有無の4項目

に分けて、利用者の健康状態を調査した。日常生活では自立歩行の人が45.0％と約半数であるが、

杖・手押し車や歩行器・車椅子の利用者を合計すると 41.1％に上る。排泄においても自立の人が

76.4%を占める一方、15.0%が要介護となっている。次に認知症の有無では、「なし」が73.3%を占

める一方、「傾向あり」「認知症である」の合計が 18.1％に上る。最後に精神疾患の有無では、

「なし」が84.4%を占める一方、4.3%が何らかの精神疾患を有するという結果であった。	 
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制度外サービスが主に利用者の自立した生活を支えている一方で、何らかの生活上の問題を抱え

ている人への支援という役割も果たしていることがわかる。	 

	 

（１）日常生活	 

	 図表３‐４０（１）	 利用者の健康状態（日常生活）	 

	 自立歩行	 杖歩行	 
手押し車・	 

歩行器利用	 
車椅子	 寝たきり	 無回答	 合計	 

利用者数	 376	 157	 74	 112	 25	 92	 836	 

比率	 45.0%	 18.8%	 8.9%	 13.4%	 3.0%	 11.0%	 100.0%	 

	 

（２）排泄	 

	 図表３‐４２（１）	 利用者の健康状態（排泄）	 

	 自立	 要介護	 無回答	 合計	 

利用者数	 639	 125	 72	 836	 

比率	 76.4%	 15.0%	 8.6%	 100.0%	 

	 

（３）認知症	 

	 図表３‐４３（１）	 利用者の健康状態（認知症）	 

	 なし	 傾向あり	 認知症	 無回答	 合計	 

利用者数	 613	 106	 45	 72	 836	 

比率	 73.3%	 12.7%	 5.4%	 8.6%	 100.0%	 

	 

（４）精神疾患	 

	 図表３‐４４（１）	 利用者の健康状態（精神疾患）	 

	 なし	 あり	 無回答	 合計	 

利用者数	 706	 36	 94	 836	 

比率	 84.4%	 4.3%	 11.2%	 100.0%	 

	 

	 図表３‐４１（２）	 利用者の健康状態（日常生活・グラフ）	 

	 	 	 	 



 57	 

	 図表３‐４２（２）	 利用者の健康状態（排泄・グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

	 図表３‐４３（２）	 利用者の健康状態（認知症・グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

	 図表３‐４４（２）	 利用者の健康状態（精神疾患・グラフ）	 
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	 	 【利用している制度外サービス】	 	 

	 

１０．利用頻度	 	 

	 

	 サービスの利用頻度を見ると、月1～2回以下の頻度で利用している人が64.4％を占め、必要な

ときに必要な部分を支援する柔軟なサービスのあり方が垣間見える。その一方で、週１回以上の利

用者合計は 30.9％、週 3 回以上の利用者合計は 3.9％（33 名）に上り、これらの人にとっての必

要性は極めて高いと思われる。	 

	 

図表３‐４５（１）	 利用頻度の分布	 

利用頻度	 
月１回

以下	 

月１～

２回	 

月３～

４回	 

週１回

以上	 

週２回

以上	 

週３回

以上	 

週４回

以上	 

週５回

以上	 

週６回

以上	 

週７回

以上	 
無回答	 合計	 

人数	 370	 168	 26	 183	 42	 14	 8	 5	 3	 3	 14	 836	 

比率	 44.3%	 20.1%	 3.1%	 21.9%	 5.0%	 1.7%	 1.0%	 0.6%	 0.4%	 0.4%	 1.7%	 100.0%	 

	 

図表３‐４５（２）	 利用頻度の分布（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

	 

１１．利用者の負担金額	 	 

	 

ここでは、利用歴が1年未満及び不明の人を除く712名を対象に、利用者の負担金額（サービス

利用料金として 1 年間に支払っている金額）を調査した。年間利用額 10 万円までの利用者が全体

の82.4％を占め、年間利用額の中央値は22,000円である。	 

しかし、利用頻度と年間利用額は必ずしも対応しておらず、1回の利用時間や内容の多様さがわ

かる。たとえば利用頻度がときどき（月 1 回以下）の利用者の中にも、年間利用額 2 万円以上が
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51 名（17.2％）、10 万円以上が 6 名（2.0％）存在することから、特定の時期や利用機会に集中し

て利用するケースのあることがわかる。	 

	 

図表３‐４６（１）	 利用者の負担金額の分布	 

本
人
負
担	 

金
額	 

５
千
円
未
満	 

５
千
䦅
１
万	 

１
䦅
２
万	 

２
䦅
４
万	 

４
䦅
６
万	 

６
䦅
８
万	 

８
䦅
１０
万	 

１０
䦅
１５
万	 

１５
䦅
２０
万	 

２０
䦅
３０
万	 

３０
䦅
４０
万	 

４０
䦅
５０
万	 

５０
䦅
６０
万	 

６０
万
䦅	 

無
回
答	 

合	 

計	 

人数	 99	 91	 103	 112	 68	 51	 63	 40	 32	 11	 10	 2	 2	 2	 26	 712	 

比率	 
13.9
%	 
12.8
%	 
14.5
%	 
15.7
%	 
9.6
%	 
7.2
%	 
8.8
%	 
5.6
%	 
4.5
%	 
1.5
%	 
1.4
%	 
0.3
%	 
0.3
%	 
0.3
%	 
3.7
%	 

100.0
%	 

	 

図表３‐４６（２）	 利用者の負担金額の分布（グラフ）	 

	 	 	 	 

	 

図表３‐４６（３）	 利用頻度が月1回以下の利用者の負担金額の分布	 

本
人
負
担

金
額	 

５
千
円
未
満	 

５
千
䦅
１
万	 

１
䦅
２
万	 

２
䦅
４
万	 

４
䦅
６
万	 

６
䦅
８
万	 

８
䦅
１０
万	 

１０
䦅
１５
万	 

１５
䦅
２０
万	 

２０
万
以
上	 

無
回
答	 

合
計	 

人数	 83	 71	 69	 33	 8	 4	 0	 4	 2	 0	 23	 297	 

比率	 27.9%	 23.9%	 23.2%	 11.1%	 2.7%	 1.3%	 0.0%	 1.3%	 0.7%	 0.0%	 7.7%	 100.0%	 
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１２．利用内容（複数回答）	 	 

	 

最もよく利用されているのは「家事援助」で、全体の54.9％が利用している。次に、「通院介助」

「移送・外出介助」を利用している人の合計が 46.2％に上る。次いで、「見守り・話し相手」「庭

仕事・ペットの世話」が続く。	 

	 Ａ票の調査結果（ｐ14）には、利用時間内に提供している主なサービス1種類が記述されている

が、このＢ票では、その利用者を対象として提供しているサービスすべてが記述されている。Ａ票

では 7.8％となっている「見守り・話し相手」がＢ票では 27.8％となっていることから、「主なサ

ービスは家事援助であるが、その傍ら見守り・話し相手の役割も果たしている」といった利用実態

のあることがわかる。	 

	 

	 図表３‐４７（１）	 利用内容（複数回答）	 

利用内容	 利用者数	 比率（n=712）	 

家事援助	 391	 54.9%	 

見守り・話し相手	 198	 27.8%	 

身体介護	 16	 2.2%	 

通院介助（自動車あり）	 141	 19.8%	 

通院介助（自動車なし）	 72	 10.1%	 

移送・外出介助（自動車あり）	 78	 11.0%	 

移送・外出介助（自動車なし）	 38	 5.3%	 

ゴミ捨て、ゴミ出し	 70	 9.8%	 

部屋の模様替え、引越、大工仕事など	 54	 7.6%	 

庭仕事、ペットの世話	 121	 17.0%	 

各種手続き・書類作成代行	 10	 1.4%	 

配食サービス	 2	 0.3%	 

入院・入所中の援助	 39	 5.5%	 

居場所づくり	 7	 1.0%	 

ミニデイサービス	 13	 1.8%	 

会食サービス	 1	 0.1%	 

その他	 49	 6.9%	 

無回答	 2	 0.3%	 

合	 計	 1,302	 	 
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	 図表３‐４７（２）	 利用内容（複数回答・グラフ）	 

	 	 	 	 
	 

	 

１３．制度外サービスを選んだ理由（複数回答）	 	 

	 

	 なぜ制度外サービスを利用したのかという理由に関しては、利用者の 64.7％が「介護保険等の

メニュー外だから」を挙げている。次に「介護保険等の認定基準以下だから」（27.4％）、「介護保

険等より柔軟なサービスを受けたい」（27.5％）、「介護保険等では時間不足」（19.2％）が多く、公

的制度ではカバーできないニーズに応えている様子がわかる。また、「緊急支援」も利用者の10.3％

に上り、緊急時の支えとなっている様子も見える。	 

	 

	 図表３‐４８（１）	 制度外サービスを選んだ理由（複数回答）	 

理	 由	 利用者数	 比率（n=712）	 

介護保険等の認定基準以下	 195	 27.4%	 

介護保険等のメニュー外	 461	 64.7%	 

介護保険等では時間不足	 137	 19.2%	 

家族がいるため介護保険のサービス適用外	 12	 1.7%	 

入院中	 29	 4.1%	 

緊急支援	 73	 10.3%	 

介護保険等より柔軟なサービス	 196	 27.5%	 

介護保険等は受けたくない	 16	 2.2%	 

その他	 21	 2.9%	 

無回答	 21	 2.9%	 

合	 計	 1,161	 	 	 
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	 図表３‐４８（２）	 制度外サービスを選んだ理由（複数回答・グラフ）	 
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